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米国は、世界最大級の農産品輸出・輸入国である。第二次トランプ政権の世界的かつ広範な品目に
及ぶ関税措置は、直接的・間接的に米国の農産品貿易に影響を及ぼしている。本稿では2025年の動
きを振り返り、その変化に着目する。

輸出：米中対立の緩和を受けて中国向け大豆輸出は再開するも、長期的には減少する見通し

世界の農産品貿易において最大級の取引量は、ブラジルから中国向けの輸出、そして米国から中国
向けの輸出であり、これらの中心品目は大豆だ。2010年頃までは中国の最大の大豆輸入先は米国で
あったが、その後はブラジルが追い抜く形で両国の差は拡大傾向にある。米国からの輸入量は2016
年頃にピークをつけた後、第一次トランプ政権時に急減、その後は米中第一段階合意を受けて回復
したものの、2020年代はブラジル産への調達シフトが進む中で減少傾向にあった。

2025年は第二次トランプ政権下での関税を巡る対立により、再び中国による輸入が激減する可能性
が高まったが、10月末の米中首脳会談での合意により2018年のような急減は避けられた格好。米国
側によれば、中国は年末までに1,200万トン、今後3年間に毎年2,500万トンの購入を約束したとさ
れるが、足元では中国による輸入の遅れも指摘されている。仮に、約束した全量を輸入したとして
も2016年のピーク時を下回る水準にとどまることには留意が必要だ。

中国は食料安全保障意識の強まりなどを背景に、食料自給率を高めるべく、トウモロコシなどの穀
物の国産化方針を打ち出している。2025年初には、大豆の国産化方針も打ち出しており、長期的に
見れば中国の大豆輸入は次第に頭打ちとなることが見込まれる。それまでの間、中国は米中関係な
どを踏まえつつ、米国産とブラジル産の間で調達を調整する構図が続くと予想される。

輸入：トランプ関税の影響により一部の食料価格は高騰、国民生活への配慮から一部関税を撤回

世界の農産品貿易において、カナダから米国向けの輸出とメキシコから米国向けの輸出も取引量が
大きい。これらの中心品目は野菜や果物などの農産品であり、米国はこれらの輸入を地理的に近い
北米・中南米の近隣諸国に頼っており、その構図は長らく変わっていない。

第二次トランプ政権下での関税政策は近隣諸国にも容赦なく発動されたが、最も経済的な依存関係
の強いカナダとメキシコに対しては、米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）の原産地規則を満た
すものであれば関税対象外とする特例措置が取られた。これによりカナダやメキシコからの農産品
輸入への関税の影響は限定的となったものの、ブラジルなどその他の国からの果物やコーヒーなど
の輸入は追加関税の影響により輸入減少や価格高騰をもたらすなど一時混乱を招いた。

米国内では食料価格の高騰が続いており、エンゲル係数の高い低所得者層を中心に国民生活を圧迫
している。価格高騰が目立つ牛肉やコーヒーなど商品固有の需給要因で価格が上昇したものもある
が、関税の賦課が拍車をかけたのも事実である。トランプ政権はこうした国民不満の高まりも背景
に、11月半ばに一部農産品を関税対象外とする措置を講じて影響緩和を試みた格好。

2026年は11月に中間選挙を控えおり、トランプ政権は物価高で苦しむ国民の暮らし向きを改善する
方向に尽力するとみられ、当面米国の食料輸入環境は一定の落ち着きをみると予想する。
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（注）HSコード07と08の合計値（金額データのみ公表）
（出所）USITC

▽米国の輸入（果物・野菜）

（出所）USITC

▽中国の輸入（大豆）
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